様式第１号（第６条関係）
四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業費補助金交付申請書
令和　　年　　月　　日
四万十市長　様
	申請者　
	
	住所
	

	
	
	氏名
	

	
	
	（法人の場合は、法人名及び代表者名）

	
	
	生年月日
	


　四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業を実施したいので、四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業費補助金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり申請します。
記
１　事業の目的
　
２　補助金申請額　　　　　　　　　円
　

３　事業の着手及び完了の予定年月日
着手予定年月日　　　　令和　　年　　月　　日
完了予定年月日　　　　令和　　年　　月　　日
４　添付書類
（1）事業計画書（別紙のとおり）

(2) 積算根拠となる資料（見積書、カタログ等）

 (3) 令和６年３月31日以前に開業していることがわかる書類（法人登記簿、法人設立届出書、
個人事業の開業・廃業等届出書等）
（4）市で発行する全項目の納税証明書

　※その他、別途資料提出を求める場合があります。
５　収支予算
(1) 収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　（単位：円）
	区　　分
	予　算　額
	備　　　　　　　　　考

	市補助金
	
	

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	計
	
	


(2) 支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 （単位：円）
	区　　分
（節別区分）
	予算額
	うち
補助対象経費
	積算根拠

	
	
	
	

	合計
	
	
	


（注）補助対象経費には、消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。
様式第１号別紙

四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業
　事業計画書
１　申請者概要
	事業者名
（法人名・屋号）
	

	担当者役職・氏名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	

	創業年月日
	年　　月　　日　
	資本金
	万円

	主たる業種　
	大分類
	
	中分類
	

	
	※日本標準産業分類を記載してください。

	常時雇用する
従業員数
	　　　　　　人
※労働基準法（昭和22年堀津第49号）第20条の「予め解雇の予告を必要とする者」の人数を記載してください。


２　事業計画等
　(1) 現在の事業概要（主な「製品・サービス」及び「その販売・営業方法」を記載）

　(2) デジタル化の進捗状況（既に取り組んでいるものを具体的に記載）

　(3) 補助事業（デジタル化）により解決したい業務上の課題

　(4) 上記を解決するために実施する補助事業（デジタル化）の内容（具体的に記載）

　(5) 補助事業実施後、期待できる効果等
　　①期待できる効果

　　
　②数値目標
	項目
	直近の数値
	事業実施後に見込まれる数値
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　(6) 補助事業実施期間（予定）
　　　　令和　　年　　月　　日　　～　令和　　年　　月　　日

　

様式第３号（第８条関係）
四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業費補助金変更申請書
令和　年　　月　　日
四万十市長　様
	申請者　
	
	住所
	

	
	
	氏名
	

	
	
	（法人の場合は、法人名及び代表者名）


　令和　　年　　月　　日付け６四観第　　　号で補助金の交付の決定がありました四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業について、その内容に変更が生じましたので、四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業費補助金交付要綱第８条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
記
１　変更理由
２　変更内容
３　添付書類
(1) 変更後の積算根拠となる資料（見積書、カタログ等）
(2) その他変更内容がわかる書類
※その他、別途資料提出を求める場合があります。
４　補助金変更申請額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	既交付決定額
	変更後の申請額
	差引き増減額

	
	
	


　
５　収支予算
　(1) 収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 （単位：円）
	区　　分
	予　算　額
	備　　　　　　　　　考

	市補助金
	
	

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	計
	
	


　(2) 支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　（単位：円）
	区　　分
（節別区分）
	予算額
	うち
補助対象経費
	積算根拠

	
	
	
	

	合計
	
	
	


（注）１　変更前を上段に括弧書きで記入してください。
２　補助対象経費には、消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。
６　事業計画等
　(1) 現在の事業概要（主な「製品・サービス」及び「その販売・営業方法」を記載）

　(2) デジタル化の進捗状況（既に取り組んでいるものを具体的に記載）

　(3) 補助事業（デジタル化）により解決したい業務上の課題

　(4) 上記を解決するために実施する補助事業（デジタル化）の内容（具体的に記載）

　(5) 補助事業実施後、期待できる効果等
　　①期待できる効果

　　
　②数値目標
	項目
	直近の数値
	事業実施後に見込まれる数値
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（6）補助事業実施期間（予定）
　　　　　令和　　年　　月　　日　　～　令和　　年　　月　　日

様式第５号（第10条関係）
四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業費補助金{中止・廃止}申請書
令和　　年　　月　　日
四万十市長　様
	申請者　
	
	住所
	

	
	
	氏名
	

	
	
	（法人の場合は、法人名及び代表者名）


　令和　　年　　月　　日付け６四観第　　号で補助金の交付決定（又は変更決定）がありました四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業について、下記のとおり事業の{中止・廃止}をしたいので、四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業費補助金交付要綱第10条の規定により申請します。
記
１　{中止・廃止}の年月日
　　　　　
令和　　年　　月　　日
２　{中止・廃止}の理由

（注）１　参考となる資料を添えてください。
　　　２　申請様式において、{中止・廃止}のいずれか申請内容に該当しないものについ
ては、二重線で削除してください。
様式第６号（第11条関係）
四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業費補助金実績報告書
令和　　年　　月　　日
四万十市長　様
	申請者　
	
	住所
	

	
	
	氏名
	

	
	
	（法人の場合は、法人名及び代表者名）


　令和　　年　　月　　日付け６四観第　　　号で補助金の（変更）交付の決定がありました四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業を実施しましたので、四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業費補助金交付要綱第11条第１項の規定により、下記のとおりその実績を報告します。
記
１　事業完了年月日　　令和　　年　　月　　日
２　添付書類
(1) 事業実施が確認できる書類（契約書、見積書、請求書、領収書等の写し）
 (2) 実施した補助事業の内容が分かる資料（写真・成果品等）
（3）取得財産等管理台帳（様式第９号）

（4）その他事業の実施状況がわかる書類
　※その他、別途資料提出を求める場合があります。
３　収支決算
(1) 収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 （単位：円）
	区　　分
	決　算　額
	備　　　　　　　　　考

	市補助金
	
	

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	計
	
	


(2) 支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　（単位：円）
	区　　分
（節別区分）
	決算額
	うち
補助対象経費
	積算根拠

	
	
	
	

	合計
	
	
	


（注）補助対象経費には、消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。
４　実施内容等
　(1) 補助金を活用して実施したデジタル化の具体的な取組内容


　(2) 上記取組実施後に表れた効果等（現状でわかる範囲の効果を記載）

　
　<数値実績>
	項目
	直近の数値
	目標値
	実績値

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　(3) 上記取組の継続に向けた計画

※必要に応じて、図表や別紙を添える等、実績が具体的に分かるようにしてください。
様式第８号（第12条関係）
四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業費補助金交付請求書
令和　　年　　月　　日
四万十市長　様
	申請者　
	
	住所
	

	
	
	氏名
	

	
	
	（法人の場合は、法人名及び代表者名）


　令和　　年　　月　　日付け６四観第　　　号で補助金の交付の決定（確定）がありました四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業について、四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業費補助金交付要綱第12条第２項の規定により、下記のとおり請求します。
記
	補助年度
	令和６年度
	補助事業の名称
	四万十市中小企業者物価高騰対策
デジタル化促進事業

	交付決定額
	円

	交付確定額
	円

	既交付額
	円

	今回交付請求額
	円

	未交付額
	円

	振　込　先
	金融機関名
	銀行
信用金庫
労働金庫
農業協同組合
	店
本店
支店
本所
支所
出張所

	
	種別
	普通　・　当座　・　その他

	
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	フリガナ
	

	
	口座名義人
	


様式第９号（第14条関係）
取得財産等管理台帳（令和６年度）

補助金名：四万十市中小企業者物価高騰対策デジタル化促進事業費補助金
申請者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　

	
	区 分
	財産を取得した者
	規格
	数量
	単価
	金額
	取　得

年月日
	保管場所又は設置場所
	耐用年数
（処分制限期間）
	備　考

	財産名
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	


（注）１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が50万円（税抜き）以上のものとします。

２　「数量」欄は、同一規格であれば一括して記入して差し支えありません。ただし、単価が異なる場合には区分して記入してください。

　　　３　「取得年月日」欄は、検査を行う場合は、検収年月日を記入してください。

４　取得財産等を取得した者と使用者とが異なる場合は、「備考」欄に使用者名を記入してください。
５　「処分制限期間」欄には「減価償却資産の耐用年数に関する省令」が定める期間を記入してください。
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